
碧南市における人事行政の運営等の状況について

人事行政の運営の状況

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

○平成３０年度における職員の任免の状況 （単位：人）

区分

任命権者

○職員数（平成３１年４月１日現在）（単位：人）

区分

任命権者

２ 職員の人事評価の状況（平成３０年度）

３ 職員の給与の状況

○人件費の状況（平成３０年度普通会計決算）

住民基本台帳人口

○職員給与費の状況（平成３１年度普通会計予算）

508,634 千円 701,086 千円

給与費

Ｂ （Ｂ／Ａ）Ａ

6,461 千円

23,510 千円 3,251 千円 4,973 千円 31,734 千円 3,526 千円

※職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する派遣職員、休職者を含み、臨時又は非
常勤職員等は除きます。

歳出額 実質収支 人件費 人件費率 平成２９年度

監査委員 4

0 0 0 0

7 48 1 56

0 0 0 0

1 0 0 1

54

0 0 0 0

0 1 0 1

退  職

定年等 その他 死亡 計

6 47 1

水道事業 12

教育委員会

27,982,634 千円 1,701,370 千円 3,677,739 千円

給与費

給料 職員手当

2,926,908 千円

（Ｂ／Ａ）

一人当たり

人件費率

9 人

13.1 ％ 13.2%

職員数 期末・勤勉手当 計

農業委員会

73,104 人

計

※下段は再任用の再掲
※職員手当のうち、退職手当は除く

905

51

職員数

8

平成30年4月1日～平成31年3月31日

453 人 1,717,188 千円

市長部局

　（平成３１年３月３１日） Ｂ

碧南市職員定数条例による職員（ただし、休職、停職その他の理由
により、評価を行うことが困難と認められる職員を除く。）

碧南市職員人事評価実施規程に基づき、全職員を対象に人事評価を実施している。

議会

0

0

0 0

59

108

3

Ａ

農業委員会

採  用

競争試験 選考試験

0

0

8

計

45

0

0

0

6

6

教育委員会

議会

監査委員

6

772

51

0

評 定 期 間

対 象 者

市長部局

水道事業

計

0

2

0
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○職員の初任給、学歴別、経験年数別平均給料月額（平成３１年４月１日現在）

○行政職員の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在）

区分

９級 5 人 1 人 0 人 0 人 0 人

８級 3 人 0 人 1 人 0 人 0 人

７級 25 人 7 人 1 人 1 人 0 人

６級 27 人 8 人 0 人 1 人 0 人

５級 41 人 15 人 1 人 1 人 1 人

４級 28 人 8 人 0 人 0 人 0 人

３級 82 人 17 人 3 人 1 人 2 人

２級 49 人 6 人 0 人 0 人 0 人

１級 9 人 0 人 0 人 0 人 0 人

269 人 62 人 6 人 4 人 3 人

※小数点以下第２位は四捨五入のため、合計などが一致しないことがあります。

○職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（行政職員）（平成３１年４月１日現在）

○職員手当の支給状況（平成３１年４月１日現在）

※特定管理職員とは、部長・課長相当職の職員です。

退職手当

平成３０年度 １人当た
りの平均支給額

2,629 千円 19,601 千円

※退職手当の１人当たりの平均支給額は、平成３０年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

その他加算
定年前早期退職特例措置

（2～45％加算）

勤続３５年 39.7575 か月分 47.709 か月分

勤続２５年 28.0395 か月分 33.27075 か月分

勤続２０年 19.6695 か月分 24.586875 か月分

最高限度 47.709 か月分 47.709 か月分

区分
平成３０年度　退職手当支給割合

自己都合 早期退職・定年

計 2.20か月 2.60か月 2.25か月 1.85か月

加算 職制上の段階、職務の級等による加算措置　5～20%

６月 1.100か月 1.300か月 1.125か月 0.925か月

１２月 1.100か月 1.300か月 1.125か月 0.925か月

期末手当 勤勉手当

特定管理職員
特定管理
職員以外

特定管理職員
特定管理
職員以外

農業委員会 303,667 円 405,717 円 36歳2か月

監査委員 360,795 円

議会 245,040 円 326,237 円 42歳9か月

412,753 円 48歳7か月

教育委員会 324,796 円 413,912 円 42歳5か月

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

市長部局 305,005 円 420,350 円 39歳11か月

主事 16.0

主事 2.6

計 100.1

係長 17.2

主任・主査 10.5

主事 30.5

部長 1.2

課長 9.9

課長補佐 10.5

農業委員会 構成比(%)議会

部長 1.7

位 監査委員市長部局 教育委員会

　経験年数

　給料額 　１０年

262,300 円

区分

期末・勤勉手当

187,200 円 206,300 円

区分

大卒

採用２年経過日初任給
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地域手当（平成３０年度決算）

時間外手当（平成３０年度決算）

○特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

○勤務時間の状況（平成３１年４月１日現在）

時間

○休暇の種類（平成３１年４月１日現在）

支給対象職員1人当たり平均支給年額（医療職除く）

職員１人当たり支給年額

支給対象職員 920 人

支給総額

458 千円

月額

支給対象職員１人当たり平均支給月額

1,003,000 円

822,000 円

26,427 円

448,000 円

介護休暇 ６月を期間内 組合休暇 30日を超えない範囲

短期の介護休暇 5～10

夏季休暇 5

必要と認める間 災害交通困難 必要と認める間

子の看護 5～10 忌引 1～10 父母の祭日 1

生理 2 妻の出産 2 育児参加 5

出産 前後８週間 育児時間 1日2回、1回30分

証人等出頭 必要と認める間 骨髄移植 必要と認める間 ボランティア 5

結婚 6

年次有給休暇 20 病気休暇 ３月を越えない範囲 選挙権行使 必要と認める間

7.75 8:30 17:15 12:00～13:00

開始時刻

区分 付与日数

 ※変則勤務職場等を除く一般的な職場の状況です。

区分 付与日数

45％の特別加算あり副議長

議員

終了時刻 休憩時間

期末手当

543,000 円

503,000 円

区分

給料
市長

6月期1.675か月

12月期1.675か月

計3.35か月

　20％の役職加算と
　25％の特別加算あり副市長

手当の種類（手当数）

通勤手当

住居手当

その他の手当

扶養手当

区分

320,511 千円

支給率 8.0%

特殊勤務手当（平成３０年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合(医療職除く）

代表的な手当の名
称

支給額の多い手当

区分

交通用具使用者→距離区分に応じて最高24,400円まで支給。

付与日数

報酬

議長

正規の勤務時間

21.0%

29,005 円

6 種

内　　　　　　　容

災害住居滅失

配偶者6,500円、子10,000円、父母等6,500円
子が特定扶養（16～22歳）の場合、1人につき5,000円を加算。

借家借間住居者→12,000円を超える家賃の額に応じて、最高27,000円まで支給。

特殊業務手当、診療手当

特殊業務手当、診療手当

7 災害交通機関事故

多くの職員に支給され
ている手当
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５ 職員の休業に関する状況

○育児休業取得者数（平成３０年度中に新たに育児休業（部分休業）を取得した職員数） （単位：人）

区分

任命権者

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況

○職員の分限処分の状況

休職の状況（平成３１年４月１日現在） （単位：人）

職員の意に反する降任・免職の状況（平成３０年度） （単位：人）

農業委員会 0 0

計 0 00

0

0 0

0 0

議会 0 0

監査委員 0 00

0

水道事業 0 0

4

0 0

0 0

 勤務実績
 が良くな
 い場合

心身の故障
のため職務
遂行に支障
がある場合

職に必要な
適格性を欠
く場合

0

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

廃職又は過
員を生じた
場合

合 計

0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

災害によ
り、生死不
明又は所在
不明となっ
た場合

合 計

4 0 0 0 0 4

1 26 0 3

心身の故障
のため、長
期の休養を
要する場合

刑事事件に
関し起訴さ
れた場合

学術に関す
る事項の調
査、研究又
は指導に従
事する場合

外国の政府
等の招きに
より、これ
らの機関の
業務に従事
する場合

0 0 0 0

0 0 0 0

2 0 0

0 1 0 0

市長部局 1 23 0 3

0 0 0 0

育児休業取得者数 部分休業取得者数

男性 女性 男性 女性

計

農業委員会

監査委員

0 0

0 0

4 0

0

教育委員会

市長部局

計

議会

教育委員会

水道事業

0

0

0

0

降任

市長部局

教育委員会

農業委員会

監査委員

議会

水道事業

0

0 0

0

0

0 0

　区　分

理　由　

理 由 

 区 分
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○職員の懲戒処分の状況（平成３０年度）

免職

停職

減給

戒告

免職

停職

減給

戒告

免職

停職

減給

戒告

免職

停職

減給

戒告

免職

停職

減給

戒告

免職

停職

減給

戒告

（単位：件）

0

0

0

0 0 0

0

0

0

0

0 0

0

0

0

0

0 0

0 0

5

0

0

0

0 0

合計 1 0 0

0 0

4

0

農
業
委
員
会

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0

0 0 0

0

00

0

0 0 0 0

0

0

0 0 0 0

監
査
委
員

0 0 0

議
会

0

0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0

0 0 0 0

0

0

0 0 0 0

教
育
委
員
会

0 0 0

0

0

0

0 0 0 0

水
道

0 0 0 0

0 0 0

0 0 03

1

0

0

3

1 0 0 2

市
長
部
局

0 0 0 0

0 0 0 0

給与・任用
に関する不
正関係

一般違反関
係（傷害、
暴行等）

廃職又は過
員を生じた
場合

合 計

0

0

処分の種類

処分事由 一般職務違反関係
（職務専念義務違
反、職務命令違反
等）
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７ 職員の服務の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

件数

5

0

55

60

８ 職員の退職管理の状況（平成３０年度）

NO.

―

９ 職員の研修の状況（平成３０年度）

碧南市職員研修計画に基づき、実施した研修は次のとおりです。

(1) 一般研修（階層研修）

開講数
研修日数
（期間）

受講
者数

1回 3日 13人

1回 3日 24人

1回 1日 20人

1回 7ヶ月 9人

1回 1日 14人

3回
1.5～
2時間

68人

1回 半日 11人

区 分

① 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団
　体の役員等の地位を兼ねるもの

② 自ら営利を目的とする私企業を営むもの

③ ①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事するもの

合 計

本市の行政課題を積極的に調査研究し、そ
の過程の中で異質、多様な経験をすること
により自己革新を行うとともに、幅広い知
識と視野で行政を進める能力を養う。

市職員としての心構え、基礎知識を学び、
信頼される職員を目指す。

新規採用職員体験研修 新規採用職員

現任監督者として自身の職務遂行はもとよ
り、積極的に自職場の職員を支援するな
ど、係長の責務と役割を再認識し、そのた
めに必要な手法等を習得する。

管理者としての知識と教養を習得する。

ライフプランセミナー
（定年退職者）

定年退職者

採用後13年目
（大卒）程度の
一般職員

組織の中での役割、自分の強み・弱みを認
識し、これまでの経験を振返ることで、自
分自身の未来像を描く。そしてその実現の
ため自身が取り組むべき課題を明確にし、
広い視野・先見性をもった職員を目指す。

経営管理者研修

現任監督者研修
係長級昇任後
２，３年目の職
員

退職後の生活設計に必要な知識、情報、相
互啓発の機会等を提供することによって、
退職に対する不安を除去し、退職後の生活
が充実できるよう実施する。

部長・課長級の
職員

(1) 服務制度に関する研修等の実施状況（平成３０年度）

　地方公務員法に定められた市職員としての義務を周知徹底するため、新規採用職員研修を始め各種
研修等において、服務制度に係る研修を実施しました。
　また、随時、通知文書により服務規律の徹底を図りました。

―

離職日 再就職日離職時の職

研　修　内　容　等

(2) 営利企業等への従事許可の状況（平成３０年度）

主事研修 主事級の職員

再就職先

―

市職員としてさまざまな職場での実務を経
験し、幅広い行政知識の習得を以って一層
の市民サービスの向上と円滑な行政運営に
資する。

対 象 者

新規採用職員新規採用職員事前研修

―

行政課題研修

―
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(2) 特別研修（実務研修）

開講数
研修日数
（期間）

受講
者数

2回 半日
評価者：
167人

3回 1時間 705人

4回 2日 10人

1回 １時間 6人

1回
2時間×

8回
9人

1回 1.5時間 22人

5回 1時間 29人

1回 3日 25人

1回 1日 26人

1回 1日 19人クレーム対応研修 8,9年目職員

クレーム対応に必要なコミュニケーション
スキル等の習得を目指し、市民への適切な
対応によりＣ・Ｓ（市民満足度）の向上を
図る。

新規就職者を励ます会

Ｃ・Ｓマナー職場診
断、フォローアップ研
修

2階フロアにあ
る各課

保育園、幼稚園
勤務職員

防火管理者講習会

市民対応力向上研修

外部講師による接遇面の職場診断を行い、
現在の接遇達成度を測る。また、現状を認
識し問題点を見直すことにより、各職員が
よりハイレベルな住民応対をできるよう目
指す。

市長とのＣ・Ｓミー
ティング

認知症を正しく理解し、認知症の方の良き
理解者となると共に、認知症の方やその家
族が住み慣れた地域で安心して暮らせるま
ちづくりを目指す。

対 象 者 研　修　内　容　等

全職員交通安全講習会

人事評価研修

地域協働研修（まちづ
くりの担い手育成講
座）

全職員

医療職、保育
士・幼稚園教諭
を除く職員のう
ち未受講職員

話し合いの楽しさを体感しながら、話し合
いの場づくり、まちづくりの仲間の集め方
など、すぐに使える実践的なノウハウを学
ぶ

認知症サポーター養成
研修

全職員
人事評価の意義と重要性を学び、人事評価
制度への理解度を高める。

施設の管理として、必要な防火管理の知識
の習得と防火管理者の資格の取得を目的と
する。

碧南市職員として市民の模範となるよう交
通安全意識の高揚を図る。

研　修　名

防火管理者の資
格を必要とする
施設職員

新規採用職員及
び新規採用窓口
臨時職員

Ｃ・Ｓ（市民満足度）の意味・重要性を学
ぶとともに、Ｃ・Ｓ向上を実現させるため
に職員の意識を高め、市民応対の手法を習
得し、対人適応力に優れた職員を目指す。

碧南市内の事業所に就職した新規採用職員
を励まし、立派な社会人として、また、碧
南市に愛着を持って職務に従事するための
意識の高揚を図る。

新規採用職員

禰冝田市長と一般職員との共通認識、相互
理解を深め、市民満足度（CITZEN'S
SATISFACTION）の向上を図る。
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(3) 派遣研修

開講数
研修日数
（期間）

受講
者数

5回
コース
により
異なる

5人

2回
コース
により
異なる

2人

1回
約2ヵ月

半
1人

1回 約25日 1人

1回 約25日 1人

自治大学校（第3部）

対 象 者

市町村職員国際文化研
修所

全職員

多様化する住民ニーズに対応するため、さ
まざまな研修コースの中から職務遂行に必
要な知識の取得又は職員としての知識向上
に資する。

全職員

係長級・課長補
佐級の職員

課長級の職員

高度な政策形成能力の養成や専門的な法的
知識の取得とともに、長期間の研修期間の
中でさまざまな経験と人材交流による人材
育成を図る。

地方公共団体が直面している重要な政策課
題に対する取り組みや課題・問題の解決方
法に関する多角的な考察を行うことにより
政策形成能力の向上や人材交流による人材
育成を図る。

自治大学校（第1部･第2
部特別課程）

女性職員

「地方公務員女性幹部養成支援プログラ
ム」として、将来の地方公共団体を担う女
性幹部候補生に対し、ｅラーニングを前提
に比較的短期間で市町村の中堅幹部、将来
の中枢幹部として必要な政策形成能力及び
行政経営能力を修得し、かつ、公務員とし
ての使命感及び管理者意識を涵養すること
を図る。

自治大学校（第2部）

市町村職員中央研修所
（市町村アカデミー）

研　修　名 研　修　内　容　等

多様化する住民ニーズに対応するため、さ
まざまな研修コースの中から職務遂行に必
要な知識の取得又は職員としての知識向上
に資する。
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開講数
研修日数
（期間）

受講
者数

2回 12日 2人

37
コース

1日から
3日

52人

20回
2日から

4日
75人

2回
コース
により
異なる

2人

5回
1日から

3日
5人

１０職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 共済組合負担金（平成３０年度）

区　分

市 長 部 局

水 道 事 業

教 育 委 員 会

議 会

監 査 委 員

農 業 委 員 会

計

(2) 職員互助会（平成３０年度）

区　分

市 長 部 局

水 道 事 業

教 育 委 員 会

議 会

監 査 委 員

農 業 委 員 会

計

研　修　名

6 人

公 費 負 担 額

愛知県市町村振興協会
研修センター

全職員
多様化する住民ニーズに対応するため、職
務上、事務遂行のために必要な知識の取得
と知識向上に資する。

1,338,450 円4,015,350 円

78,762 円

706,318 円

1,432,799 円5,731,198 円

国土交通大学校

技術職の職員

その他派遣

対 象 者

1,277,770 円

下水道事業団技術開発
研修センター

全職員

多様化する住民ニーズに対応するため、さ
まざまな研修コースの中から職務遂行に必
要な知識の取得と知識向上に資する。

新規採用職員、採用後４年、７年、１０年
目の一般職の職員、係長級昇任後１年、３
年目の一般職の職員に対し、各ステージご
との職務遂行のために必要な知識の取得と
知識向上に資する。

多様化する住民ニーズに対応するため、さ
まざまな研修コースの中から職務遂行に必
要な知識の取得と知識向上に資する。

全職員

研　修　内　容　等

4 人

21,240 円 3 人

32,313 円

6,025,002 円 888 人

11 人

技術職の職員

1,277,445 円

多様化する住民ニーズに対応するため、さ
まざまな研修コースの中から職務遂行に必
要な知識の取得と知識向上に資する。

1,253,889 円

1,312,582 円7,875,492 円

127,896,747 円

15,728,363 円

一人当たりの負担金

1,429,851 円

執 行 額

43,998 円

1,134,660,364 円

西三河７市町職員研修
協議会

102 人

会　員　数

762 人5,142,371 円

973,413,214 円

9



（単位：人）

人　数

（単位：人）

人　数

（注） 特殊業務(深夜・放射線・有機溶媒・ＶＤＴ作業・高気圧)に従事する者を対象に行っています。

(4) 職員の災害補償（平成３０年度）

ア　公務災害認定件数 （単位：件）

自己職務
遂 行 中 出張中 その他 計

公 務 上 の
負 傷 に 起
因する疾病

職業病

その他公
務起因性
の明らか
な 疾 病

計

市 長 部 局 2 0 0 2 0 0 0 0 2

水 道 事 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

教 育 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0

監 査 委 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

農 業 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 0 0 2 0 0 0 0 2

イ　通勤災害認定件数 （単位：件）

区　分

市 長 部 局

水道事業

教育委員会

議会

監査委員

農業委員会

計

329

0

0

2

0

0

2

負　　傷

未受診者

32

0

合　計

対象職員数

883

0

0

2

0

919

0

0 0

0 0

0

4

329

受診者数(延べ) 未受診者

出勤途上

受診者数(延べ) 受診不可能者対象職員数

合計

③　特別定期健康診断

④　健康指導等の実施状況

　職員の健康の保持増進を図るため、保健師・看護師により、健診結果に基づく事後管理、一般疾病
の予防・治療対策、心の健康問題についての相談及び保健指導を実施しています。

　職員の安全の確保及び健康の保持増進を図るとともに、快適な職場環境の形成を促進するために、
碧南市職員安全衛生管理規程の定めるところにより、総括安全衛生管理者を組織の長とする安全衛生
管理体制を整備しています。

　機関として碧南市安全衛生委員会を設置し、職員の安全衛生に関する基本的対策について、調査審
議をしている。また、産業医、安全衛生推進者を設置し、総括安全衛生管理者の指揮のもとに安全衛
生に係る業務を行っています。

②　一般定期健康診断(人間ドック受診者を含む）

(3) 安全衛生管理体制（平成３０年度）

0

0

区　分

退勤途上

2

0

疾　　病

0

①　安全衛生管理体制の概要
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ウ　負担金執行額

区　分

市 長 部 局

水 道 事 業

教 育 委 員 会

議 会

監 査 委 員

農 業 委 員 会

計

公平委員会の業務の状況について

１ 勤務条件に関する措置の要求状況（平成３０年度）

前年度からの繰越

当年度中の新規要求

当年度中取扱い

当年度中終了

次年度への繰越

２ 不利益処分に関する不服申立ての状況（平成３０年度）

前年度からの繰越

当年度中の新規要求

当年度中取扱い

当年度中終了

次年度への繰越

Ｄ 0

Ｃ－Ｄ 0

区分

Ａ

Ｂ

0

件数（件）

0

Ｃ－Ｄ

21,486 円

0

Ｂ

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

区分 件数（件）

30,875 円

39,214 円

0

0

0

5,621,126 円

6,583,314 円

Ｄ

Ａ

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

0

0

146,697 円

723,916 円

金　　額

11


